
令和５年度カモシカ生息状況調査業務 仕様書（案） 

 

１ 委託業務名 

  令和５年度カモシカ生息状況調査業務 

 

２ 業務箇所 

  長野県内一円 

 

３ 適用 

（１）令和５年度カモシカ生息状況調査業務仕様書（以下、「仕様書」という。）は、令和５年

度カモシカ生息状況調査業務に関する契約書（以下、「契約書」という。）及び設計図書

の内容について、統一的な解釈及び運用を図るとともに、その他の必要な事項を定め、も

って契約の適正な履行の確保を図るためのものである。 

（２）設計図書は、相互に補完し合うものとし、そのいずれかによって定められている事項は、

契約の履行を拘束するものとする。 

 

４ 業務目的 

県が鳥獣保護管理法に基づき策定している第二種特定鳥獣管理計画（第５期カモシカ保護

管理（以下、現計画という））では、SDGsの視点を踏まえ、科学的・計画的な保護管理によ

り、管理ユニット内の個体数を安定的に維持しつつ、農林業被害等の軽減を図ることを目的

としている。 

現計画の終期は令和６年度末となっていることから、第６期カモシカ保護管理（以下、新

計画という）を令和６年度に策定し、令和７年度から開始するため、当業務によりカモシカ

の生息状況、農林業被害状況、対策や課題等の実態を把握し、新計画の目標設定、効果的な

対策の検討に資する調査を行うことを目的とする。 

 

５ 業務内容 

（１）業務計画の作成 

以下の項目を明らかにする業務計画を立案し、業務計画書を作成する。業務実施前に委 

託者と協議し，調査方法や計画を確定すること。 

 

（２）カモシカの分布及び被害状況等の把握 

長野県内におけるカモシカの生息域や農林業被害の状況を把握することを目的に、既存 

資料やアンケート調査等を用いて、生息、被害等に関わる情報を収集し整理する。ヒアリ 

ング対象者や聞き取り内容については、委託者との協議により決定するが，前回の調査結 



果と比較できるよう情報収集を行い，情報の精度について前回調査時と同等以上になるよ 

う注意すること。収集した情報やアンケート結果等に基づき，現在のカモシカの分布域， 

分布の縮小あるいは拡大地，農林業被害の程度，管理ユニット及び市町村ごとの捕獲頭数 

の違い，カモシカの生息密度に影響する要因等，計画策定に必要な情報について，前回調 

査結果と比較できるような図表を作成すること。 

 なお、現計画の図３－１ カモシカ生息分布状況（平成 30年）と比較できる生息分布状 

況図は必ず作成すること。 

 

（３）保護管理手法検討に必要な最新情報の収集 

カモシカの生息、行動、被害対策等に関する既存の調査結果、文献等について収集整理

する。なお、資料収集にあたっては、平成 30年度特定鳥獣保護管理計画（第５期カモシカ）

策定調査業務において収集したものを除いた平成 30 年以降のものを中心に収集するもの

とし、保護地域で行われた調査データは必須とし、それ以外を 20資料以上とする。特に以

下の項目について情報を収集すること。 

ア． 管理方針の検討に必要な情報（個体群の遺伝的まとまり等） 

イ． 今後のカモシカの増減に影響する要因，および県内における該当要因の地域差 

ウ． 錯誤捕獲など，今後の保護管理時に課題となるもの 

 

（４）カモシカの生息状況調査 

県内におけるカモシカの生息密度の変化を把握するため、野外調査を基本とした調査を

行う。なお、以下の点を考慮した調査を提案・実施すること。 

・これまでのカモシカ生息密度と比較可能なものとする。 

・現計画管理ユニットをベースにカモシカの分布拡大や密度低下に対応できる手法や箇 

所数とする。 

  ・調査時に発見したニホンジカの個体や痕跡についても記録すること。 

  なお、実際の調査手法や地点数は最終的に委託者と相談し決定すること。 

  

（５）解析・考察 

上記の調査結果をもとに、令和５年度現在の長野県下のカモシカ生息分布、生息密度 

について管理ユニットごとに整理し、生息個体数の推定を行う。現計画と異なる推定方法 

や複数の推定方法を用いる場合は、各手法のメリット・デメリットを比較できる表等を作 

成すること。（２）～（４）により明らかになった情報について，現計画との比較・検討を 

行うことで、新計画の策定資料として必要な生息状況及び推移や被害状況について解析、 

考察する。また、分布変化や遺伝情報に基づく管理方針の検討、生息や被害状況に基づく計 

画目標の見直しを行う。 



解析・考察結果は、図表や写真等を用いて整理するとともに、位置データを含むもの 

については、GISソフトや Google Mapでの活用を念頭に、シェイプ形式及び KML形式で 

作成する。 

 

（６）有識者ヒアリング 

  委託者が指定する有識者延べ３名程度に対して、生息個体数の推定方法及び新計画素案 

を作成するため等に必要な助言を受けること。 

  有識者へのヒアリングは１回あたり２時間程度とし、必要に応じて受託者から１時間あ 

たり、5,300円を謝金として支払う。 

 

（７）新計画素案の作成 

  （１）～（６）の結果をもとに、現計画をベースとした新計画の素案を、委託者と協議の 

上、作成する。 

 

６ 打合せ・協議 

 ・打合せ協議は、着手時、中間、業務完了時の３回を標準として実施する。 

・打合せの開催方法は Webもしくは対面のいずれかとする。 

 

７ 報告書作成 

当業務内容を取りまとめ、報告書を作成する。 

 

８ 業務の着手 

（１）受託者は、契約締結後 10日以内に業務に着手しなければならない。 

（２）この場合において、着手とは受託者が業務の実施のため委託者との打合せ又は現地調査を 

開始することをいう。 

 

９ 配置技術者 

 受託者は、業務の実施に当たっては、同種業務の経験、実践的な技術を有する技術者を配

置し、その氏名、その他必要な事項を委託者に通知する。 

 なお、当技術者は業務の技術上の管理をつかさどるとともに、業務の管理及び統轄を行う

ものとする。 

 

10 関係官公庁への手続き等 

（１） 受託者は、業務の実施に当たっては、委託者が行う関係官公庁等への手続きの際に  

協力しなければならない。また、受託者は、業務を実施するため、関係官公庁等に 



    対する諸手続きが必要な場合は速やかに行うものとする。 

（２） 受託者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、遅滞なくその旨を委託者に報告し 

    協議するものとする。 

 

11 地元関係者との交渉等 

（１）受託者は、業務の実施に当たっては、地元関係者からの質問、疑義に関する説明等を 

      求められた場合は、委託者の承諾を得てから行うものとし、地元関係者との間に紛争が生

じないように努めなければならない。 

（２）受託者は、設計図書の定め、あるいは委託者の指示により受託者が行うべき地元関係者へ

の説明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を書面により随時、委託者に報告し、指示

があればそれに従うものとする。 

（３）受託者は、業務の実施中に委託者が地元協議等を行い、その結果を条件として業務を実施

する場合には、設計図書に定めるところにより、地元協議等に立会するとともに、説明資

料及び記録の作成を行うものとする。 

（４）受託者は、前項の地元協議により、既に作成した成果の内容を変更する必要を生じた場合

には、指示に基づいて、変更するものとする。 

なお、変更に要する期間及び経費は、委託者と協議のうえ定めるものとする。 

 

12 土地への立入り等 

（１）受託者は、業務を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入る場合は、委託者及び関係者と十分

な協調を保ち業務が円滑に進捗するように努めなければならない。なお、やむを得ない理由により現

地への立入りが不可能となった場合には、ただちに委託者に報告し指示を受けなければならない。 

（２）受託者は、業務実施のため植物伐採、かき、さく等の除去又は土地もしくは工作物を一時使用する時

は、あらかじめ委託者に報告するものとし、報告を受けた委託者は当該土地所有者及び占有者の許可

を得るものとする。 

なお、第三者の土地への立入りについて、当該土地所有者への許可は委託者が得るものとするが、

委託者の指示がある場合は、受託者はこれに協力しなければならない。 

（３）受託者は、前項の場合において生じた損失のため必要となる経費の負担については、委託者と協議に

より定めるものとする。 

 

13 関係法令及び条例の遵守 

受託者は、業務の実施に当たっては、関連する関係諸法令及び条例等を遵守しなければならない。 

 

14 委託業務完了報告書（成果品）について 

（１）成果品 



  ア 業務報告書（紙媒体：１部、電子媒体：１部） 

・取りまとめたデータ及び作成したマップ等については、QGIS3.16 で開くことのできる

Shape ファイル形式、KML 形式、メッシュ番号等を加えたエクセルファイルとして保存・

作成し報告書と別に電子媒体（CD-R等）により納品すること。 

・成果品には、QGISプロジェクトファイルも含めること。 

  イ  業務内容に係る資料一式 

  ウ 成果品の作成費用は、報告書の作成費用に含めるものとする。 

（２）提出期限及び提出先 

   成果品は、履行期間の最終日までに、林務部森林づくり推進課鳥獣対策室に提出するものとする。 

（３）中間報告 

   履行期間の途中であっても、必要に応じ、委託者は受託者に対して中間報告を求めること

ができるものとする。 

 

15 検 査 

（１）受託者は、契約書第７条第１項の規定により、業務完了報告書を委託者に提出する際には、 

契約図書により義務付けられた資料の整備がすべて完了し、委託者に提出していなければな

らない。 

（２）委託者は、業務の検査に先立って受託者に対して書面をもって検査日を通知するものとす

る。この場合において受託者は、検査に必要な書類及び資料等を整備する。この場合検査に

要する費用は受託者の負担とする。 

 

16 条件変更等 

（１）委託者が受託者に対して業務の内容の変更又は設計図書の訂正（以下、「業務の変 

更」という。）の指示を行う場合は、指示書によるものとする。 

（２）受託者は、設計図書で明示されていない履行条件について予期できない特別な状態が生

じた場合、直ちに書面をもってその旨を委託者に報告し、その確認を求めなければなら

ない。 

なお、「予期することができない特別な状態」とは以下のものをいう。 

ア 現地への立ち入りが不可能となった場合。 

イ 天災その他の不可抗力による損害。 

ウ その他、委託者と受託者が協議し当該規定に適合すると判断した場合。 

 

17 契約変更 

委託者は、次の各号に掲げる場合において、業務の契約の変更を行うものとする。 

（１）業務の変更により契約金額に変更が生じる場合 



（２）履行期間の変更を行う場合 

（３）委託者と受託者が協議し、業務施工上必要があると認められる場合 

 

18 安全等の確保 

（１）受託者は、業務の実施に際しては、業務関係者だけでなく、付近住民、通行者、通行車両

等の第三者の安全確保に努めなければならない。 

（２）受託者は、所轄警察署、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者等の関係者及び関係機関

と緊密な連絡を取り業務実施中の安全を確保しなければならない。 

（３）受託者は、業務の実施に当たり、事故等が発生しないよう使用人等に安全教育の徹底を

図り、指導、監督に努めなければならない。 

（４）受託者は、業務の実施に当たっては安全の確保に努めるとともに、労働安全衛生法等関

係法令に基づく措置を講じておくものとする 

（５）受託者は、業務の実施に当たり、災害予防のため次の各号に掲げる事項を厳守しなけれ

ばならない。 

ア 受託者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しなければな

らない。 

イ 受託者は、ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には周辺に火気の使

用を禁止する旨の標示を行い、周辺の整理に努めなければならない。 

ウ 受託者は、業務箇所に関係者以外の立入りを禁止する場合は仮囲い、ロープ等により

囲うとともに立入り禁止の標示をしなければならない。 

エ 受託者は、業務の実施に当たっては豪雨、豪雪、出水、地震、落雷等の自然災害に対

して、常に被害を最小限にくい止めるための防災体制を確立しておかなければならな

い。災害発生時においては第三者及び使用人等の安全確保に努めなければならない。 

（６）受託者は、業務実施中に事故等が発生した場合は、直ちに委託者に連絡するとともに、

委託者が指示する様式により事故報告書を速やかに委託者に提出し、委託者から指示が

ある場合にはその指示に従わなければならない。 

 

19 臨機の措置 

（１）受託者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなければな

らない。また、受託者は臨機の措置をとった場合には、その内容を委託者に報告しなけ

ればならない。 

（２）委託者は、天災等に伴い成果物の品質又は工程に関して、業務管理上重大な影響を及ぼ

し、又は多額な費用が必要と認められるときは、受託者に対して臨機の措置をとること

を請求することができるものとする。 

 



20 個人情報の取得・保護・管理等 

（１）受託者が本業務の実施上知り得た情報については、秘密を保持するとともに、契約目的

以外に使用してはならない。 

（２）受託者は個人情報の保護について十分に注意し、流出・損失を生じないこと。 

（３）受託者は成果品（業務の履行課程において得られた記録等を含む。）を第三者に閲覧さ

せ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、委託者の承諾を得た場合はこの限りで

はない。 

 

21 権利関係 

（１）本業務における成果物の取扱い 

ア 本業務の履行における成果物の所有権は全て長野県に帰属するものとする。 

イ 成果物が著作権法（昭和 45年法律第 48条）第２条第１項第１号に規定する著作物（以下、

「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に係る受託者の著作権（著作権法第

21条から第 28条までに規定する権利をいう。）を当該著作物の引渡時に長野県に無償で譲

渡するものとする。 

ただし、受託者が従来から権利を有していた受託者固有の知識、技術に関する権利等（以

下、「権利留保物」という。）については、受託者に留保するものとし、この場合、長野県

は権利留保物についての当該権利を非独占的に使用できるものとする。 

（２）著作権・知的財産権の使用 

本業務を履行するに際し、第三者の著作権、特許権その他の権利を使用する場合は、受託

者がその使用に関する一切の責任、費用負担を負うものとする。また、使用する写真の被写

体が人物の場合、肖像権の侵害が生じないよう留意すること。 

 

22 用語の定義 

  仕様書に使用する用語の定義は、次に定めるところによる。 

（１）「委託者」とは、長野県知事阿部守一のことをいう。 

（２）「受託者」とは、            のことをいう。 

（３）「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。 

（４）「契約書」とは、長野県財務規則第 140条により作成された業務委託契約書をいう。 

（５）「設計図書」とは、仕様書、企画書をいう。 

（６）「指示」とは、委託者が受託者に対し、業務の遂行上必要な事項について書面をもって示

し、実施させることをいう。 

（７）「請求」とは、委託者又は受託者が契約内容の履行あるいは変更に関して相手方に書面

をもって行為、あるいは同意を求めることをいう。 

（８）「通知」とは、委託者が受託者に対し、又は受託者が委託者に対し、業務に関する事項に



ついて、書面をもって知らせることをいう。 

（９）「報告」とは、受託者が委託者に対し、業務の遂行に関する事項について、書面をもって

知らせることをいう。 

（10）「承諾」とは、受託者が委託者に対し書面で申し出た業務の遂行上必要な事項について、

監督員が書面により業務上の行為に同意することをいう。 

（11）「協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、委託者と受託者が対等の立場

で合議することをいう。 

（12）「提出」とは、受託者が委託者に対し業務に係わる書面又はその他の資料を説明し、 

差し出すことをいう。 

（13）「書面」とは、手書き、印刷、メール等の伝達物をいい、発行年月日を記録する。 

（14）「検査」とは、契約図書に基づき、検査職員が業務の完了を確認することをいう。 

（15）「打合せ」とは、業務を適正かつ円滑に実施するために受託者と委託者が面談または Web

会議により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 

（16）「立会」とは、設計図書に示された項目において委託者が臨場し内容を確認することを

いう。 

 

23 その他 

（１）受託者は、やむを得ない事情により、本仕様書の変更を必要とする場合には、あらかじめ

委託者と協議の上、承諾を得なければならない。 

（２）委託料又は履行期間を変更する必要があるときは、書面によりこれを定める。 

（３）受託者は、本仕様書の記載内容に疑義が生じた場合には、委託者と協議しなければならな

い。 

（４）受託者は、事業を履行するにあたり、第三者に損害を与えたときは、その損害の賠償を行

うこととする。 

（５）本仕様書に定めのない事項については、委託者と受託者が協議して決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


